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製造業における異業種間競争による新産業の創出 
～ 宇宙開発分野の特許調査による一考察 ～ 

 
 ○今橋 裕（京都経済短期大学），玄場公規（法政大学） 

 

 
11.. ははじじめめにに  

令和 4(2022)年版科学技術・イノベーション白書では，近年の我が国の研究力の低下が指摘されてい

る[1]。また，科学技術立国実現に向けた取組のうち，研究で得られた「知」を社会実装し，イノベーシ

ョンを創出するため，様々な取り組みが実施されているが，我が国が抱える課題として，研究開発の成

果が現実の課題の解決や社会実装に結びつかない場合があることが指摘されている。そのため，府省連

携による分野横断的な取組を，産学官連携で，基礎研究から実用化・事業化までを見据えて一気通貫で

推進する戦略的イノベーション創造プログラムなどが推進されており，また，複雑化する社会課題に対

応するため，人文・社会科学と自然科学を含むあらゆる「知」の融合による「総合知」を活用した取組

が推進されている。しかしながら，技術融合して新たな産業創出になることは少ない。特に日本の製造

業における異業種間競争や産業の創出についての事例は少ない状況である。 
そこで，本研究では総務省統計局にて収集されている経年推移データを用い，特定の研究における異

業種間競争について，エントロピー値を用いて分析する。また，その中でも宇宙開発分野の推移を分析

及び特許調査を実施することで，日本の科学技術戦略について考察することとする。 
 
22.. 既既存存研研究究 
異業種間競争については，様々な研究が行われてきた。まず，異業種間競争については，玄場，児玉

（1999）は，環境関連分野に関して異業種間競争と技術融合を提示し，この概念に基づき事例分析と定

量分析を行っている[2]。異業種間競争とは技術論における概念であり，「同業種内の企業間競争ではな

く，異業種間に亘って展開される，非連続的な技術進歩を引き起こすような技術開発競争」と定義され

るものである。Utterback（1994）の研究では，46 個の非連続な技術革新の事例を収集して 3/4 に及ぶ非

連続技術進歩の事例は，異業種企業によってなされていることを実証している[3]。また，Spencer（2003）
は，新しい技術が製品化される前の段階においては，積極的に情報を発信することによって標準形成や

他社の技術に対する評価尺度に影響を与えて，自社技術が特定用途に採用されるのを促したり，あるい

は自社が開発する技術領域への他社の合流を促したりできるため，競合他社との間で積極的に情報交換

する企業は，そうでない企業に比べて，技術開発パフォーマンスが高いはずだと主張している[4]。そし

て，天野ら（2006）[5]によると，産業技術のバラエティとは多様性であると同時に不確実性であり，ど

の産業技術が新しい技術システムを構築するのか不確実であるがゆえに，産業技術のバラエティがあり

異業種間の競争が起こるとされている。新しい技術システムが確定すれば，バラエティも不要となり，

競争は収束する。そこで，バラエティを表す指標として，情報倫理における不確実性を表す指標である

エントロピー値を用いて分析を実施している。エントロピー値は研究開発費の産業別構成比により算出

する。エントロピー値が上昇すれば，各産業の投資構成比がばらついていることになり，産業技術のバ

ラエティが増加したと言える。その逆にエントロピー値が減少すれば，特定の産業が研究開発を行って

いるのであり，バラエティが減少していると解釈できるとされている。しかしながら，定量分析として

は環境分野のみであり，近年の分析は実施されていない。 
そこで本研究では，まずは近年の日本の製における異業種間競争を明らかにし，その後，宇宙開発産

業に関する特許調査を実施し，新産業の創出について考察する。 
 

33.. 分分析析手手法法 
 
3.1. 定量分析 
本研究の日本の製造業では，総務省統計「科学技術研究調査」を用いる[6]。2002 年以降の「科学技

術研究調査」には，産業別に「環境分野」，「エネルギー分野」，「宇宙開発分野」，「ライフサイエンス分

野」，「情報通信分野」，「物質材料分野」，「ナノテクノロジー分野」，「海洋開発分野」に対する研究開発
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投資額が集計されている。これらは，それぞれの目的のために各産業がどの程度研究開発投資を行って

いるかを示すデータである。また，社内研究実施企業数と社内使用研究費のデータが集計されている。  
そして，一例として図表 1 のように「エネルギー分野」に向けた研究開発投資額の業種別構成比が把

握できる。例えば，2008 年度においては，鉄鋼業は 110 億円の研究開発投資を行っているが，製造業全

体では 4871 億円の研究開発投資が行われており，研究開発費の構成比は 2.3％ということになる。また，

バラエティを表す指標として，情報倫理における不確実性を表す指標であるエントロピー値を用いて分

析を実施する。このエントロピー値は，研究開発費の産業別構成比により算出する。エントロピー値が

上昇すれば，各産業の投資構成比がばらついていることになり，産業技術のバラエティが増加したと言

える。その逆に，エントロピー値が減少すれば，特定の産業が研究開発を行っているのであり，バラエ

ティが減少していると解釈できるとされている。なお，データについては業種別分析項目が統一されて

いる 2008 年以降から分析する。 
 

 
          図表 1：研究投資の製造業業種別シェアの概念図 
 
3.2. 異業種間競争の動態分析 
研究開発と異業種間競争の関係については，「科学技術研究調査」の産業分類と分野別研究費を用い

て研究開発費のマトリックスを作成し，この構成比に基づき，異業種間競争をエントロピー値により測

定する。各調査年における業種 i の分野 k への研究開発投資額を Rik，業種数及び分野数を n とし，業

種 i の研究開発投資総額に占める分野 k の割合 Pik とおく。 
業種 i の異業種間競争を表すエントロピー値 Ei は，次の式で与えられる。 

Ei ＝ －ΣkPik・log2Pik 
エントロピー値を求め，異業種間競争を確認し，その後に特許調査を実施して，実例を推測する。 
 
3.3. 特許調査 
 特許調査については，特許庁の特許情報プラットフォーム「J-PlatPat」を用いる。そして，今回の分

析では技術内容からの調査を重点としているため[7]F タームを用いて出願人などの調査を実施する。な

お，「宇宙開発」の F タームは「B64G」であり，本研究では「B64G」で出願されている特許について，

直近の 2020 年から 2024 年の 5 年間を対象とする。 
 
44.. 分分析析結結果果 
 
4.1. 研究開発投資の分析結果 
まず，2008 年～2024 年の「科学技術研究調査」における日本の製造業の社内使用研究費の推移を算

出した。社内使用研究費については，2010 年を底として，2011 年以降は増加していることがわかる。

そして，製造業における「環境分野」，「エネルギー分野」，「宇宙開発分野」，「ライフサイエンス分野」，

「情報通信分野」，「物質材料分野」，「ナノテクノロジー分野」，「海洋開発分野」について，分野別研究

開発費の推移を確認したのち，産業別エントロピー値を算出した。 
 
4.2. エントロピー値の分析結果 
分野別の推移としては，エントロピー値が 1.0 から 4.0 の間を変動している分野が多くあり，特に「物

質・材料分野」が 3.0 から 4.0 で推移しており，異業種間競争が活発な様子が伺える。また，ライフサ

イエンス分野は 1.0 から 1.5 程度を推移しており，既に異業種間競争が収束して，特定業種による研究

開発が盛んに取り組まれていると思われる。また，「宇宙開発分野」は周期的にエントロピー値の増減
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が繰り返されており，周期的に異業種間競争が行われている様子が伺える。これらの分野から，「宇宙

開発分野」について詳細に調査を実施する。 
 

             図表 2：「宇宙開発分野」エントロピー値の推移 
 
日本の製造業における「宇宙開発分野」のエントロピー値の推移を図表 2 に示す。エントロピー値に

ついては，1.0 から 2.5 の間を推移しているが，増減を二度ほど繰り返している。一度目は 2010 年から

2016 年の間で 2014 年を頂点とした増減と，二度目は 2016 年から 2023 年の間で 2020 年を頂点とした増

減である。2008年5月に非軍事分野に限ってきた宇宙利用を防衛目的に広げる宇宙基本法が成立し，2010
年に国の宇宙基本計画として産業振興では，2013 年度までに 34 基の人工衛星を打ち上げ，農地や漁場

の管理，地震被災地の監視，位置情報システムといった様々なサービスを開拓する方針を打ち出した[8]。
衛星の打ち上げ数を 2004～2008 年度の 2 倍強に増やし，日本の宇宙産業を世界と競争できる水準に引

き上げるもくろみで計画され，これらのことにより宇宙開発分野の異業種間競争が増えたものと思われ

る。また，2010 年には 7 年ぶりに地球に帰還した小惑星探査機「はやぶさ」の影響もあり，2011 年以

降の宇宙開発分野の研究開発投資が盛んになったと思われる。また，2 度目の増減については，2015 年

にはアメリカの宇宙開発ベンチャー，スペース X が人工衛星を使った無線通信サービスに参入したこと

も影響にあると思われる。約 4000 基の超小型衛星を低軌道に打ち上げ，地球規模の高速通信網をつく

る計画を掲げ，衛星の打ち上げ費用が従来の 100 分の 1 のロケット開発を進める計画である。また，日

本国としては 2015 年 11 月に民間企業による宇宙開発ルールを定めた宇宙活動法が成立した。この法律

が成立したことによって製造業の宇宙開発分野の研究開発投資が一時増加して異業種間競争が行われ

た様子が伺える[9]。但し，2020 年 11 月に米スペース X の新型宇宙船「クルードラゴン」が打ち上げに

成功し，民間企業が開発を主導した新型宇宙船の運用 1 号機となったことや，2022 年のウクライナ危機

によるロシアをはじめとする世界各国の宇宙開発の停滞がおこり，日本にも影響していると思われる

[10]。 
 
4.3. 宇宙開発分野の特許調査結果 
 特許調査については，直近の 2020 年から 2024 年の 5 年間を対象にして，宇宙開発の特許の F ター

ム「B64G」で出願されている特許を特許庁の特許情報プラットフォーム「J-PlatPat」より検索した。出

願人の分類結果を図表 3 に示す。結果としては，国内法人が 25 件から 29 件と毎年上位を独占している

が，次に海外法人が 12 件から 24 件となっている。これは特許庁の出願人ランキング[11]では日本の大

手企業が上位独占の中，製造業の分野で海外法人が割合として多い分野というのは珍しいと言える。 
 

２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 ２０２４年度
国内法人 27 28 29 29 25
国内大学 4 7 7 4 6
国内研究機関 3 1 3 1 2
国内個人 7 10 3 8 6
海外法人 18 19 24 14 12
海外大学 3 1 3 3 1
海外研究機関 4 0 3 1 1
海外個人 0 0 2 4 1
不明 7 15 17 12 5  

             図表 3：F ターム「B64G」の出願人属性 
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55.. 考考察察 

今回，異業種間競争や産業の創出についての事例分析を実施するため，総務省統計局にて収集されて

いる経年推移データを用い，特定の研究における異業種間競争について，エントロピー値を用いて分析

を行った。また，社内使用研究費の推移を分析することで，産業の創出に関して日本の製造業の科学技

術戦略について考察を実施することとした。そして分析として，日本の製造業における「環境分野」，「エ

ネルギー分野」，「宇宙開発分野」，「ライフサイエンス分野」，「情報通信分野」，「物質材料分野」，「ナノ

テクノロジー分野」，「海洋開発分野」のエントロピー値を算出した。そして，「宇宙開発分野」分野に

ついて個別に文献書誌学を用いて新聞記事等より世の中の出来事と異業種参入などの傾向を分析した。

エントロピー値が高い分野は異業種から参入しようとして異業種間競争が激しくなっている一方でエ

ントロピー値が低いのは技術的な参入障壁が高く異業種からの参入が難しい様子が伺えた。特に，「宇

宙開発分野」については，法律の制定やアメリカの産業振興の動向によって日本の製造業における新事

業などが伺えた。 
また，特許調査については，直近の 2020 年から 2024 年の 5 年間を対象にして，宇宙開発の特許の F

ターム「B64G」で出願されている特許を特許庁の特許情報プラットフォーム「J-PlatPat」より検索した

が，宇宙開発分野は海外法人の割合が多い分野であることが認識できた。 
 

 
66.. 結結論論 
本研究では，2008 年から 2024 年の「科学技術研究調査」における日本の製造業の社内使用研究費の推

移を確認し，エントロピー値を算出して異業種間競争について分析を実施した。そして，製造業におけ

る「環境分野」，「エネルギー分野」，「宇宙開発分野」，「ライフサイエンス分野」，「情報通信分野」，「物

質材料分野」，「ナノテクノロジー分野」，「海洋開発分野」について，分野別研究開発費及びエントロピ

ー値の推移を分析した。結果として，「宇宙開発分野」のような近年注目されている分野でエントロピ

ー値が高い分野は異業種から参入しようとして異業種間競争が激しくなっている様子が見られた。また，

特許調査により，日本の企業以外に海外法人の出願割合が多いことも認識できた。 
今後の残された課題としては，今回の分析結果はあくまでも日本の事例であり，欧米や東南アジア等

の世界との比較が必要であると思われる。そして，分野別の研究についても定性分析による検証が必要

であり，実際の企業や関係者へのヒアリング等実施して，検証することが必要である。 
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